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要旨
近年課題となっている海洋水産資源の乱獲や海洋汚染等による漁獲量の減少に対して、適正な漁獲量を管理
することで海洋水産資源を保全し、資源量を回復させる政策がとられ始めている。本研究では、このような問
題に対して、消費者の消費行動から改善のアプローチを取ることも重要であると考え、大学生への海洋水産資
源の講義の前後において、個人のイメージや行動の変化についてPAC分析により検討した。

 
Abstract

In response  to  the recent decline  in  fish catches caused by overfishing and marine pollution, policies 
have been  implemented to conserve marine fishery resources by managing appropriate fish catches and 
recovering the resources. In this study, we took an improvement approach to consumer behavior problems 
and examined changes  in personal  image and behavior before and after  lectures on marine  fisheries 
resources for university students using PAC analysis.

1.はじめに
近年、乱獲や人間活動に伴う地球温暖化、海洋汚
染等による海洋水産資源の減少が問題となっており、
国連の持続可能な開発目標（SDGs）のゴール14に
も「海洋と海洋資源を持続可能な開発に向けて保全
し、持続可能な形で利用する」が目標として挙げら
れている1,2）。農林水産省による我が国における漁
業生産量（漁業＋養殖業）は1984年の1,282万ｔか
ら2018年には442万ｔとなり長期的な減少傾向にあ
る3）。今後、水産物の安定的な供給のためには、こ
れらの減少傾向を食い止めていく必要があり、持続
可能な海洋水産資源の利用が求められている。
漁獲量減少の要因の1つに適切な資源管理ができ
ていなかったことが挙げられる。日本における海洋
資源管理の従来の規制は船舶の隻数、トン数の制限
等漁獲能力の管理が主体であった。しかし、近年の
漁獲に係る技術革新により船舶の隻数、トン数等あ
たりの漁獲能力が増加し、漁獲能力による管理手法
が困難になり、漁獲量そのものの制限を実施しなけ

れば水産資源の持続的な利用の確保ができない状況
となった。この結果、平成30年度に漁業法等の一部
を改正する等の法律（改正法）が成立し、数量管理
を基本とした新たな水産資源の管理制度が創設され
た。この制度においては、令和12年度までに漁業生
産量（養殖、藻類を除く）を444万ｔに回復させる
ことを目標としている4）。
日本国内において、海洋環境改善を目的に活動す
るNGO団体、Sailors  for  the Sea日本支局（2011年
発足）から、2018年に海洋環境保護教育活動の一
環としてブルーシーフードガイドが発表された5）。 
ブルーシーフードとは、持続可能性を証明するため
の原則とされる資源状態、生態系への影響、管理
体制を科学的に審査し選定した、資源量が比較的豊
富な海産物のことであり、ブルーシーフードガイド
とはそのブルーシーフードのリストである6）。現在、
飲食店や食料品店などでブルーシーフードガイドな
どを用いた海洋水産資源問題に関する普及啓発が行
われている。一方で、これらの普及・啓発による消
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費者の行動変容については明らかにされていない。
そこで、本研究では山口県立大学の学生個人を対象
に「海洋水産資源問題と持続可能な海洋水産資源の
消費活動」を題材とした、講義による普及・啓発で
の消費活動における行動変容と海洋水産資源問題に
おけるイメージの変化を明らかにすることを目的と
する。

2.方法
本研究では、山口県立大学の学生3名（A:4年女
性、B:3年男性、C:4年女性）に対し、海洋水産資
源に対するイメージや思考の変化をPAC（Personal 
Attitude Construct：個人別態度構造）分析により
調査した。講義前の調査実施後、海洋水産資源問題
に関する約30分間の講義を実施した。講義1週間後
にPAC分析を用いた調査を再度実施し、講義前後
の結果を対象者にフィードバックするとともに行動
や思考の変化を聞き取ることで意識の変化を調査し
た。
2－1.PAC分析の概要7）

PAC分析は自由連想から態度やイメージの個人
内構造を測定、分析する技法である。当該テーマに
関する自由連想、連想項目間の類似度評定、類似度
距離行列によるクラスター分析、対象者によるクラ
スター構造のイメージや解釈の聞き取り、質問者の
総合的解釈を通じて実施する。これにより個人の潜
在的な認知を発見でき、その態度構造を明らかにす
ることができる。
本研究では、PAC分析を松井氏らによって開発
された、PAC分析支援ツールPAC-Assist28）を用い
て実施した。
2－2.調査手順7-10）

調査は、面接者と調査対象者の1対1での個別面接
形式で実施した。調査対象者に対して、研究同意説
明文書により研究目的、方法、参加の任意性、個人
情報の保護等について説明し、具体的に個人を特定
できる形では公開しないこと等を伝え、本研究への
同意を得た上で調査を実施した。
（1）自由連想語の想起

調査対象者に口頭で連想刺激文を提示し自由連
想を促した。提示した連想刺激文は以下の通りで
ある。

【連想刺激文】
「海洋水産資源と聞いて思い浮かんだ言葉を思
い浮かんだ順に記入してください」

調査対象者が、連想刺激文から連想した単語や
短文を、面接者が聞き取り、PAC-Assist 2を使用
し、入力した。調査対象者に対して、さらに連想

語がないか確認し、最小の項目数である15個程度
になるまで連想を促した。次に連想語として挙げ
られた言葉の重要度を調査対象者が順位付けし、
想起語に対するイメージが肯定的（+）であるか、
否定的（-）であるか、またはどちらでもないか
（0）を聞き取り記入した。その後、自由連想語
同士の一対比較を行った。
（2）項目間の類似度比較と重要度、イメージ

各連想語のイメージの近さを総当たりで、0
（似ていない・関連性がない）から10（似てい
る・関連性が強い）の範囲で、表示された2つの
言葉の下にあるスクロールバーを左右に動かして
評価をしてもらった。このとき、深く考えすぎず
直感的に評価をしてもらうことを促した。評定結
果は、非類似度行列として出力される。
（3）基準値の設定

重複グループ化法のグループ化のために基準設
定を行った。類似度比較に際して調査対象者に
「似ている・関連性が強い」と感じ始めた位置を
項目間の類似度比較時と同様にスクロールバーを
左右に動かして設定してもらった。
（4）非類似度行列

基準値の設定後に非類似度の行列が表示される。
　①対称化
非類似度行列の対称化を行い、対称行列を生成
した。この対象行列をCSVに変換し統計解析ソ
フトR Version 4.2.2で利用した。
　②並べ替え
最終結果となるグループ関連図を形成する際に
グループに含まれる連想項目の少ないグループか
ら抽出されるよう並び替えが行われた。設定され
た基準値をもとに連想項目のグループ分けが開始
された。
（5）グループ化の実行

グループ化の際、グループに属さない独立した
連想項目が過剰に抽出されてしまうと妥当なグ
ループ形成ができないため、設定した基準値に
よって妥当なグループ形成が行えるか判断される。
今回の研究は妥当なグループ形成が行えると判断
されたためそのまま実行した。
（6）グループ形成理由の記述

表示された類似グループに対して、なぜそのよ
うなグループとなったのかの理由、もしくはそれ
らから想起されるものを対象者から聞き取り記入
した。
（7）グループ関連図

最終結果のシートとしてグループ関係が線で結
ばれた「グループ関連図」が表示された。
（8）Rによるクラスター分析

PAC分析の非類似度行列の対称化で出力した
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対称行列をCSV形式に変換し、出力したテキス
トファイルをデータファイルとして、統計解析ソ
フトRを用いてクラスター分析を実施した。クラ
スター分析の実行には、以下のスクリプトを入力
することで実行した11）。

data <- read.table（file.choose（）,
 header=TRUE, sep=","）

d <- as.dist（data）
ans <- hclust（d,method="ward.D2"）
plot（ans,hang=-1）

クラスター分析を行うことでデンドログラム
（樹形図）の作成を行った。
（9）フィードバック

講義前後において実施したPAC分析とクラス
ター分析の各回で得られた最終結果およびデンド
ログラムを用い比較を行った。前後での連想項目
やグループ形成の変化について調査対象者に聞き
取りを行い、変化の理由を明らかにした。また講
義後の行動に変化があったのかについても聞き取
りを行った。
2－3.講義について
調査対象者への講義については、Googleスライ

ドを使用し30分程度、表2－1の進行計画に基づいて
個別に講義を行った。

3.結果と考察
3－1.調査対象者Ａに対する講義前後のPAC分析と
ヒアリングの結果
講義前のデンドログラムにおいては、砂浜で怪我
をした経験や様々なメディアを通して見た場面から
の記憶に残っている映像などの「海ごみのイメージ
とその悪影響」やシャチ、イルカなどの「海洋生
物」のについての単語や文章が多くあった。一方で
講義後においては、マイクロプラスチック、清掃活
動といった「ごみの種類とごみを減らす清掃活動」
というグループと、紙のストロー、マイボトルと
いった「ごみが引き起こしている問題の身近な解決
策」という大きく2つのグループにわかれた。Ａは
講義により、海の環境問題を広く捕らえ、その解決
策を意識するようになっていることが伺える。
フィードバックは以下の通りである。
・旅行で水族館行った時にSDGs関連の展示で目
につき、講義を思い出したため清掃関係の連想
語が増加した。
・自分に身近な体験を思い出したため、リサイク

表２－１．海洋水産資源問題の内容と進行計画

時間 過程 主な内容 指導上の留意点

1分 
導
入

１．本日の流れの説明 ・ メモをしたい内容があればメモし
ても良いことを説明する

20分 

展
　
　
開

２ ．海洋水産資源の現状
　　現状の資源量データと漁獲量の減少原因説明
３．SDGsについて
　　SDGsの概要と海洋水産資源との関連性について
４ ．現状をふまえた日本と各国の取り組み
　 　日本の漁業法の改正と海洋水産資源を守るための各国

の取り組み紹介
５ ．ブルーシーフードについて
　 　ブルーシーフードの概要とブルーシーフードガイドの

説明

・ なぜ漁獲量が減少しているのかを
問いかける

・ 理解できているかを確認しながら
講義を進める

5分
 

ま
と
め

６．私たちにできること
・ 海のエコラベルの選択
・ 生分解性プラスチックの利用
・ プラスチックごみの削減とリサイクル
・ 海や浜辺の清掃活動
・ ブルーシーフードガイドに記載のある魚の選択
７．講義の振り返り

・ 実践できそうなことを考えてもら
いながら講義を進める
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表3－1－1．Aさんの講義前の連想刺激文からの連想語

ル素材に関する連想語が増加した。
・講義により意識したことで語彙が増え、さらに
ニュースに関心がでたり海洋水産資源に関する
言葉が目についたりと日常生活においても変化

が出た。
・実体験を思い返せば、講義で挙げられていた例
も当てはまることがあった。
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図3－1－1．Aさんの講義前のグループ関連図
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図3－1－2．Aさんの講義前のデンドログラム
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表3－1－2．Aさんの講義後の連想刺激文からの連想語
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図3－1－3．Aさんの講義後のグループ関連図
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図3－1－4．Aさんの講義後のデンドログラム



― 600 ―

海洋水産資源問題に対する講義前後の個人の意識変化に関する事例研究

3－2.調査対象者Ｂに対する講義前後のPAC分析と
ヒアリングの結果
講義前のデンドログラムにおいては、クジラ、汚
染といった「海洋哺乳類と海洋環境汚染」というグ
ループと、プランクトン、化学物質といった「生態
系下位の海洋生物と資源量に影響を与えるもの」
の大きく2つにわかれた。一方で講義後においては、
乱獲、ブルーシーフード、養殖など「漁獲量の増減
に関する内容」と、水質汚染、マイクロプラスチッ
ク、SDGsなど「海の環境に関する内容」の大きく2
つのグループにわかれた。Ｂは講義前では連想刺激
文に対して、個々の言葉のつながりが希薄なものが
多いが、講義後には明らかに海洋汚染や資源の問題、
原因や解決策に繋がる思考に変化していることが伺
える。

講義前後における変化とフィードバックの結果は
以下の通りである。
・講義前では海洋生物の名前が中心に挙げられて
いたが講義後では漁獲量の現状やそれらの課題
に対する取り組みについてのイメージが多く挙
げられた。
・講義により海洋環境に関する語彙が増えた。
・海洋水産資源と聞いて海の生物のイメージが強
くあったが、環境やゴミ問題への関心が高まっ
た。
・日常生活ではプラスチックごみの分別を意識す
るようになった。

表3－2－1．Bさんの講義前の連想刺激文からの連想語
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図3－2－1．Bさんの講義前のグループ関連図
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図3－2－2．Bさんの講義前のデンドログラム
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表3－2－2．Bさんの講義後の連想刺激文からの連想語
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図3－2－3．Bさんの講義後のグループ関連図
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図3－2－4．Bさんの講義後のデンドログラム
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3－3.調査対象者Ｃに対する講義前後のPAC分析と
ヒアリングの結果
講義前のデンドログラムにおいては、プランクト
ン、ごみなど「海の汚染に関連するもの」というグ
ループと、わかめ、マグロ、外来生物など「海の生
物に関連するもの」の大きく2つのグループにわか
れた。一方で講義後においては、ごみ、水質汚染な
どの「海の汚染に関わるもの」、絶滅危惧種、乱獲、
養殖などの「海の生物多様性に関するもの」、そし
て天然、ブルーシーフード、地球温暖化などの「海
洋水産資源と地球環境問題に関わるもの」の大きく
3つのグループになった。講義前では、海洋生物の
名前が中心に連想され、海洋水産資源の問題は認識

されていなかったが、講義後では講義で取り上げ
た海洋生物の多様性の問題や地球環境問題に関す
る語句が増加した。
フィードバックの結果は以下の通りである。　
・講義前は海洋生物の名前が中心に挙げられて
いたが、講義1週間後では講義で取り上げた海
洋生物に関する語句が増えた。
・講義によって海洋水産資源の保全に関する知
識が増えイメージに変化をもたらした。
・日常生活において海のエコラベルの商品が目
に付くようになった。

表3－3－1．Cさんの講義前の連想刺激文からの連想語
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図3－3－1．Cさんの講義前のグループ関連図
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図3－3－2．Cさんの講義前のデンドログラム
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表3－3－2．Cさんの講義後の連想刺激文からの連想語
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図3－3－3．Cさんの講義後のグループ関連図



― 611 ―

山口県立大学基盤教育紀要　第 4 号　2024 年 3 月

図3－3－4．Cさんの講義後のデンドログラム



― 612 ―

海洋水産資源問題に対する講義前後の個人の意識変化に関する事例研究

4.総括
講義前後の結果を比較すると、すべての調査対象
者において海洋水産資源に対するイメージが大きく
変化した。講義前の調査では、海洋生物名や海洋汚
染に関係する抽象的な単語を挙げる傾向があった。
しかし、講義1週間後の調査では単語数が増加し、
持続可能な消費に関する言葉や、漁獲量・環境問題
に関する具体的な言葉が多く挙げられた。特に、講
義で取り上げたエコラベルやブルーシーフード、マ
イクロプラスチックなどは日常的な消費活動に関連
することであるため、印象に残りやすく、1週間後
の調査時に多く連想されたと考えられる。また、買
い物や旅行などの日常生活においても意識や行動に
変化が見られた。フィードバックでは、対象者から
講義がきっかけで海洋水産資源問題に関する知識が
増えたことや、講義内で実例を用いて視覚情報を得
たため、関心が向くようになり、行動や意識に変化
が出たという感想が上がった。
このことから、限られた調査対象者に対する結果
ではあるが、講義という手段は海洋水産資源問題を
知るきっかけとして有効であり、身近な話題や取り
組みであるほど、印象に残りやすいということが言
える。しかし、各国の取り組みや漁業法の改正と
いった日常生活に関連の薄い項目は、想像し難く、
イメージに与える影響が顕著には表れなかった。
これらのことから、海洋水産資源問題に対する専
門的な知識を持たない対象に対する普及・啓発活動
においては、身近な話題や生活の中で実践可能な取
り組みからアプローチしていくことが効果的であり、
行動変容に結び付くことも期待できると考えられる。

5.参考文献
1）JAPAN SDGs Action Platform, 外務省, 
  https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/
sdgs/about/index.html, 2022年10月3日閲覧.

2）JAPAN SDGs Action Platform 「SDGsグロー
バル指標」, 外務省, https://www.mofa.go.jp/
mofaj/gaiko/oda/sdgs/statistics/goal1.html, 
2022年10月3日閲覧.

3）令和元年度水産白書, 水産庁, https://www.jfa.
maff.go.jp/j/kikaku/wpaper/r01_h/trend/1/
t1_f1_1.html, 2022年10月3日閲覧.　

4）「水産政策の改革」の策定と漁業法の改正, 
水産庁, 　 https://www.maff.go.jp/j/tokei/
kekka_gaiyou/gyogyou_seisan/gyogyou_
yousyoku/r2/index.html, 2022年10月3日閲覧.

5）Minako Iue, Mitsutaku Makino, Misuzu Asari, 
The development of “Blue Seafood Guide,” 
a  sustainable  seafood  rating program,  and 
its  implication  in  Japan, Marine Policy,  137
（2022）.

6）Sailors  for  the  sea  Blue  sea  food  guide, 
https://sailorsforthesea.jp/blueseafood, 2022年
6月9日閲覧.

7）内藤哲雄, PAC分析実施法入門[改訂版], ナカニ
シヤ出版（2002）.

8）松井翔太朗, 森田晃, PAC分析プログラムの構
築 重複グループ化法におけるグループ構成方
法の検証, 金沢工業大学 平成27年度PDⅢプロ
ジェクトレポート, （2016）

9）三島悠希, 末岡真里奈, 松村敦, 人々の図書館に
対するイメージ調査 PAC分析とテキストマイ
ニングを用いて, PAC分析研究, 第2巻, p2-13 
（2018）.

10）高橋佑輔, 比屋根哲, PAC分析による大学生の
「持続可能な未来」に対する意識把握の試み, 
環境教育, Vol.20, 2, p3-15 （2010）.

11）土田義郎,  PAC-Assist2の使用に関する補
足情報（概要）,  http://wwwr.kanazawa-it.
ac.jp/~tsuchida/lecture/pac-assist-supplement.
htm, 2022年10月12日閲覧.　


